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1. まえがき 

名古屋港は日本中部に位置し、日本最大の貿

易港の一つであり、特に自動車産業を中心とし

た強力な工業基盤を持つ重要な港である。国内

外の市場を結ぶゲートウェイとして、その地理

的優位性は、世界のサプライチェーンにおいて

重要な役割を果たしている。 

名古屋港を研究対象とした理由は、その先進

的な技術導入と持続可能な発展への取り組み

が他の港にとって模範となる点にある。名古屋

港は、ICT技術や自動化システムの導入におい

て先駆的な役割を果たしており、労働力不足や

大型船舶の増加に対応するための効率的な運

営方法を模索している。さらに、名古屋港はそ

の地理的優位性と工業基盤により、日本国内外

の市場を結ぶ重要なハブとなっており、その成

功事例は他の港湾都市にも応用可能である。 

近年、人工知能技術とその応用環境の進化に

伴い、新技術の発展が産業の積極的な改革を促

進している。この背景から、名古屋港はスマー

トポートの発展に注力しており、世界的な競争

力を高めるためにスマートポートの建設と発

展に積極的に取り組んでいる。 本研究は、日

本名古屋港のスマートポート発展を文献調査

および専門家アンケートを通じて分析し、

PEST分析モデルと階層分析法(AHP)を組み合

わせて評価フレームワークを構築した。これに

より、名古屋港のスマートポート発展の重要な

影響要因と対応策を明らかにすることを目指

している。 

主要な研究結果として、名古屋港では「技術

面」が最も重要であり、「港の経済効果」が最

も重要な評価基準であることが明らかになっ

た。本研究の結果は、日本のスマートポート発

展の参考となり、港の運営効率と競争力の向上

に寄与することが期待される。また、本研究は、

名古屋港の成功事例を基に、他のアジア諸国や

世界の港にも適用可能な戦略と経験を提供す

ることを目指している。これにより、グローバ

ルな海運業界の発展と技術交流を促進し、業界

全体の革新と進歩を推進することが期待され

る。 

2. 階層分析法、分析結果および検討 

本研究は関連する文献を参照し、(P1)政策の

支援、(P2)官民協力、(P3)国際協力、(E1)港湾

の経済効果、(E2)港湾と都市の統合、(E3)海外

投資、(S1)ステークホルダー、(S2)雇用構造の

変化、(S3)持続可能な発展、(T1)技術革新、(T2)

データセキュリティとプライバシー保護、(T3)

技術統合という12の評価基準を選定した。こ

れらの評価基準を用いて、名古屋港のスマート

ポート開発の主要な影響要因を構築している。

図1は、これら12の評価基準によって構築され

たAHP階層構造図を示している。 

 
図1 AHP階層構造図 

以下では、これら12の評価基準の定義と意味

内容についてそれぞれ説明する。  

(P1)政策支持：政府が制定した政策と法律の枠

組みがスマートポートの発展にどれだけ支援

しているかを評価する。  

(P2)官民協力：政府部門と民間企業の協力関係

の評価。資源共有や戦略策定、決定実施・監督

の協力、成果フィードバックを含む。  

(P3)国際協力：スマートポートに関する国際協

力と技術交流の評価。  

(E1)港湾の経済効果：港の運営が国内経済に与

える直接的な貢献、収入、関連産業の経済効果

を評価。  

(E2)港湾と都市の統合：港の発展と都市経済活

動の統合、地域経済戦略の協調による競争力向

上と共同繁栄を評価。  
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(E3)海外投資：スマートポートの海外市場投資

戦略とその成果、グローバルサプライチェーン

の地位向上を評価。  

(S1)ステークホルダー：スマートポートの発展

に影響を受ける個人・団体を識別し、その影響

とニーズ、決定過程への影響を評価。  

(S2)雇用構造の変化：スマートポートの発展が

雇用構造に与える影響。新技術の導入が労働力

の需要をどう変えるかを評価。  

(S3)持続可能な発展：スマートポートが経済、

社会、環境の持続可能な発展にどのように寄与

するかを評価。炭素排出削減やエネルギー効率

向上を含む。  

(T1)技術革新：スマートポートが前沿技術と革

新ソリューションをどのように採用・実施して

いるかを評価。自動化、IoT、AI、大データ解

析を含む。  

(T2)データセキュリティとプライバシー保護：

港湾システム内のデータの整合性と機密性を

確保し、個人情報と企業のプライバシーを保護

する方法を評価。 

(T3)技術統合：異なる技術システムを統合し、

港湾の全体効率と有効性を向上させる方法を

評価。 

本研究は、名古屋港のスマートポート発展に

おける主要な影響要因を探求することを目的

としている。アンケートは、台湾の海運業界、

港湾会社、および海運管理の専門家を対象に実

施された。アンケートは三つの部分に分かれて

いる：基本的なデータ収集、各評価構面の重要

性分析、各構面内の基準の相対的重要性分析。

アンケートは2024年3月から4月にかけて書面

で送付された。調査対象者は、業界関係者、港

湾会社、および学術専門家に分けられ、それぞ

れ4名ずつの計12名に送付され、全てのアンケ

ートが有効回答として回収された。表1は、日

本名古屋港発展スマートポートの重要影響要

因に関する全体評価総合まとめを示している。 

評価

項目 
全体評

価 

グループ評価 

産業界、公部門、学術界で 

区分 

産業界 公部門 学術界 

(P) 0.527(3) 0.834(3) 0.160(4) 0.071(4) 

(E) 0.231(2) 0.070(2) 0.298(2) 0.467(1) 

(S) 0.160(4) 0.070(4) 0.227(3) 0.156(3) 

(T) 0.082(1) 0.025(1) 0.315(1) 0.306(2) 

表1 日本名古屋港発展スマートポートの重要影響要因に関

する全体評価総合まとめ 

日本名古屋港のスマートポート発展における

全体評価では、「科技構面」が最も重要であり、

次に「経済構面」、「政治構面」、「社会構面」

の順となっている。名古屋港の全体評価におい

て、科技構面はスマートポートの発展の最重要

ポイントとされており、高度に発達した工業経

済体では、技術の役割が競争力と効率の向上に

不可欠であることを反映している。港は国際貿

易の玄関口として、その運営能力と効率は国の

経済の動脈に直接影響を与える。科技構面が最

も重視されるのは、自動化、データ分析、IoT、

AIなどの先進技術を活用して港の運営を向上

させるためである。これらの技術は輸送効率の

最大化、コスト削減、精度向上を可能にし、複

雑化するグローバルサプライチェーンにおい

て柔軟性と応答速度を確保する。経済構面が次

に位置しているのは、スマートポートの発展に

は技術革新だけでなく、経済的な実現可能性と

収益性が必要であることを示している。スマー

トポートの経済効果は、運営効率の向上、運営

コストの削減、新たなビジネスモデルの創出を

通じて実現され、地域経済と産業のアップグレ

ードを促進する上で重要である。政治と社会の

構面はそれぞれ第三位と第四位に位置し、スマ

ートポートの発展を進める過程で、科技と経済

の要因に比べると影響力が小さいものの、依然

として重要である。 

分群評価に関しては、産業界人士と公部門人

士の日本名古屋港のスマートポート発展に対

する見解は若干異なる。両者は「科技構面」が

最も重要であり、次に「経済構面」が続くと考

えている。産業界人士は第三位と第四位を「社

会構面」、「政治構面」と評価しているが、公部

門人士は第三位と第四位を「政治構面」、「社会

構面」と評価している。このため、分群評価に

おいて、産業界人士と公部門人士の名古屋港発

展に対する構面の順位に若干の差異が見られ、

それぞれのスマートポート発展に対する要因

の重要性に対する見解の違いが反映されてい

る。産業界人士は「社会構面」を「政治構面」

の前に置いており、スマートポートが社会と雇

用に与える影響や港が社会と環境とどのよう

に協調して発展するかに関心を持っていると

推測される。社会の受容性、公共意識、環境責

任が港の長期経営にとって極めて重要であり、

これらの要素が企業イメージと社会資本に直

接影響を与えると考えている。 一方、公部門

人士は「政治構面」をより重要と見なしており、

政府がスマートポート発展において果たす役

割を反映している。政治構面には、法規フレー

ムワークの制定、政策の支援、国際協力、資金

投入が含まれ、これらはすべて政府主導の重要

な要素である。公部門人士の見解では、政策の

方向性と立法の支援はスマートポート発展に

不可欠な部分であり、政策決定が港の運営モデ
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ルと国家の海運戦略に直接影響を与える。異な

る見解はそれぞれの利益と職能範囲に由来す

る可能性があり、産業界は運営効率、市場競争

力、社会的責任を求めているのに対し、公部門

はマクロ経済、政策計画、国際交流に焦点を当

てている。科技と経済構面は両グループにおい

て共通の主要な考慮事項である一方で、社会と

政治構面の優先順位はそれぞれの職能重点と

戦略目標の違いを反映している。 

学術界人士は前述の二者とは異なり、日本名

古屋港発展における「経済構面」が最も重要で

あり、次いで「科技構面」、「政治構面」、「社

会構面」の順と考えている。これは、学術界が

経済発展と港の運営効率に対する深い理解と

分析に基づいている可能性がある。学者たちは

通常、港の役割を国家経済発展の重要な推進力

として、国際貿易の促進、地域雇用の向上、関

連産業の発展における重要性を考慮してマク

ロな視点から考える。科技構面が第二位に位置

しているのは、学術界が港の現代化と運営効率

の向上における技術の重要な役割を認識して

いる。一方で、技術投資は経済効果を促進すべ

きであり、単なる技術の進歩にとどまらないと

考えているためである。政治構面と社会構面は

順位が低く、学術界人士はスマートポート発展

において政策制定者との協力と社会的要因の

統合が重要であると認識しているものの、これ

らの要因は経済と技術層面の実施を支えるも

のであると考えている。 

表2は、12の評価基準の重要性について、全体

評価と分群評価を整理し、名古屋港のスマート

ポート発展の主要な影響要因について、全体評

価と分群評価の総合的なまとめを行っている。 

評価

項目 
全体評価 

グループ評価 

産業界、公部門、学術界で 

区分 

産業界 公部門 学術界 

(P1) 0.067(6) 0.045 (7) 0.078 (5) 0.079 (6) 

(P2) 0.043(11) 0.033(10) 0.048 (8) 0.037 (10) 

(P3) 0.046 (9) 0.072 (5) 0.029(11) 0.038 (11) 

(E1) 0.198 (1) 0.213 (2) 0.182 (1) 0.191 (1) 

(E2) 0.081 (5) 0.058 (6) 0.091 (4) 0.086 (5) 

(E3) 0.052 (7) 0.057 (8) 0.045 (9) 0.051 (8) 

(S1) 0.049 (8) 0.025(11) 0.071 (6) 0.042 (9) 

S2) 0.042 (10) 0.078 (4) 0.022(12) 0.027 (12) 

(S3) 0.039 (12) 0.024(12) 0.032(10) 0.058 (7) 

(T1) 0.155 (2) 0.265 (1) 0.207 (2) 0.168 (2) 

(T2) 0.145 (3) 0.097 (3) 0.084 (3) 0.109 (4) 

(T3) 0.083 (4) 0.038 (9) 0.104 (7) 0.122 (3) 

表2、日本名古屋港発展スマートポートの重要影響要因に関

する全体評価とグループ評価の総合まとめ 

全体評価と各グループ評価には若干の違いが

あることが分かる。名古屋港のスマートポート

発展において、重要な影響要因として「(E1)港

湾の経済効果」、「(T1)技術革新」、「(T2)デ

ータセキュリティとプライバシー保護」、「(T3)

技術統合」、「(E2)港湾と都市の統合」、「(P1)

政策の支援」が挙げられる。 

名古屋港にとって「(E1)港湾の経済効果」の

強化は貿易と投資を引き付け、競争力を高める。

「(T1)技術革新」は運営効率と安全性を向上さ

せる重要な要素であり、自動化とデジタル化に

より作業の正確性と安全性が向上する。「(T2)

データセキュリティとプライバシー保護」は、

リアルタイムデータの安全性を確保するため

に重要である。「(T3)技術統合」は異なる技術

を統合し、効率的な運営を実現するために必要

である。 

また、「(E2)港湾と都市の統合」と「(P1)政策

の支援」も重要な要因である。港と都市のイン

フラ連携や物流システムの協調、政府の支援が

必要である。「(P1)政策の支援」は、政府の戦

略投資や法的支援が名古屋港の現代化に寄与

する。一方で、「(P2)官民協力」や「(S3)持続

可能な発展」は全体評価では低い重要度とされ

ている。名古屋港は既に成熟した経済と政策環

境を持ち、新たな「(P2)官民協力」モデルは優

先度が低いと考えられている。 

グループ評価では「(P3)国際協力」、「(S2)雇

用構造の変化」、「(T3)技術統合」に差が見ら

れる。産業界は「(P3)国際協力」を重視し、グ

ローバル戦略の一環としている。「(S2)雇用構

造の変化」も産業界にとって重要であり、新技

術による技能需要の変化と新職業の創出が含

まれる。「(T3)技術統合」は産業界にとって他

の「(T1)技術革新」や「(T2)データセキュリテ

ィとプライバシー保護」ほど重要視されていな

い。 

3. まとめ 

本研究の結果がスマートポートの発展に貢献

することを期待している。本研究の成果の結論

を以下の4点に整理した。 

1. スマートポートの発展には多くの課題と障

害が伴い、影響要因を全面的に理解することが

名古屋港の海運業界におけるスマートポート

の発展に役立つ。本稿ではPEST分析モデルを

用いて、政治、経済、社会、技術の4つの側面

からスマートポートの発展に対する外部環境

要因の影響を評価し、このフレームワークを日

本の名古屋港の重要な影響要因を探るために

適用した。このフレームワークは「政治、経済、

社会、技術」の4つの階層の側面と12の評価基
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準を考慮し、日本の名古屋港のスマートポート

の発展における重要な影響要因を探り、海運業

界がスマートポート関連の戦略を策定するた

めの具体的な提案を行った。 

2. 階層分析法の研究結果から、スマートポー

トの発展における重要な影響要因として、名古

屋港の全体およびグループ分析の結果は、「技

術的側面」と「経済的側面」が重要な評価項目

であると考えられる。これは、技術と経済がス

マートポートの発展において重要な要素とさ

れていることを示している。先進的な工業経済

において、技術は競争力と運営効率の向上の中

心とされている。国際貿易の要所として、港の

運営性能は両国の経済にとって非常に重要で

ある。先進技術は輸送の効率と柔軟性を最大化

するだけでなく、複雑なグローバルサプライチ

ェーンにおいてスマートポートの発展を通じ

て操作効率と正確性を向上させ、運営コストを

削減し、港の経済効率を強化する。これにより、

両国の港の直接的な利益を向上させるだけで

なく、周辺地域の経済成長と産業のアップグレ

ードも促進する。 

3. スマートポートの発展における影響要因に

関して、12の評価基準の中で、名古屋港のスマ

ートポートの発展において、「港の経済効率

（E1）、技術革新（T1）、データセキュリティ

とプライバシー保護（T2）、技術統合（T3）、

港と都市の統合（E2）、政策支援（P1）」が重

要な影響要因とされている。 

産業界の人々と公的部門の人々は、日本の名古

屋港のスマートポートの発展において「技術革

新」をより重視しており、新しい技術の適用を

通じて、港の作業効率を大幅に向上させ、運営

コストを削減し、港の処理能力と柔軟性を向上

させることができ、これにより、グローバルな

海運市場で競争力を維持することができる。一

方、学術界の人々は「港の経済効率」をより重

視しており、スマートポートの発展は技術の進

歩だけでなく、その地域経済、雇用、産業チェ

ーン全体に与える直接的および間接的な利益

も考慮する必要があることを示している。 

4. 産業界の人々、公的部門の人々、学術界の

人々の観点はそれぞれ異なり、これらの重点は

それぞれの専門的なニーズと戦略的目標を反

映している。 

 産業界の人々： 

日本の名古屋港において、「技術革新」をより

重視している。これは、日本が技術強国であり、

豊富な技術革新の背景と資源を持ち、継続的な

技術革新を通じて、港の効率と競争力を向上さ

せることができることを反映している。さらに、

産業界の人々は両港の「雇用構造の変化」を相

対的に重要と考えており、その他の公的部門お

よび学術界の人々はこれを相対的に最も重要

でない要因と考えている。 

 公的部門の人々： 

日本の名古屋港において「技術革新」をより重

視しており、スマートポートの発展における公

的部門の共通のビジョンと戦略が産業界の

人々とほぼ同じであることを示している。公的

部門の目標は通常、公共資源の効率と安全性を

向上させ、産業発展を支援することに集中して

いる。そのため、公的部門には技術革新を推進

し、技術統合の円滑な進行を確保し、港の経済

効率を最大化する十分な理由がある。 

 学術界の人々： 

日本の名古屋港において、「港の経済効率」を

重視しており、これは港の経済研究および理論

分析への深い関心を反映している。日本の名古

屋港が長期にわたり港を経済活動の中枢と認

識しているため、学術界の専門家はスマートポ

ートを通じて経済価値と地域発展を向上させ

る方法により重点を置いている可能性がある。 
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